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1. 概要

本資料は，Ⅵ-3-別添 2-2-1「取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の強度計算の方

針」に示すとおり，取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備が降下火砕物及び積雪の堆

積時においても，取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の安全機能維持を考慮して，

主要な構造部材が構造健全性を有することを確認するものである。 

2. 基本方針

取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備は，Ⅵ-3-別添 2-2-1「取水槽循環水ポンプエ

リア防護対策設備の強度計算の方針」の「3.2 機能維持の方針」に示す構造計画を踏ま

え，「2.1 位置」，「2.2 構造概要」，「2.3 評価方針」及び「2.4 適用規格・基

準等」を示す。 

2.1 位置 

取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備は，Ⅵ-3-別添 2-2-1「取水槽循環水ポンプ

エリア防護対策設備の強度計算の方針」の「3.2 機能維持の方針」に示す位置に設置

する。取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の配置図を図 2－1 に示す。 

図 2－1 取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の配置図 

PN

取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備 
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2.2 構造概要 

取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備は，Ⅵ-3-別添 2-2-1「取水槽循環水ポンプ

エリア防護対策設備の強度計算の方針」の「3.2 機能維持の方針」に示す構造計画を

踏まえ，構造を設定する。 

取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備は，降下火砕物及び積雪が堆積することを

防止する鋼板，鋼板を支持する架構及び架構をコンクリートに固定するアンカーボル

トから構成される。取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の概略平面図を図 2－2 に，

概略断面図を図 2－3 及び図 2－4 に，鳥瞰図を図 2-5 に示す。 

図 2－2 取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の概略平面図 

 

図 2－3 取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の概略断面図（Ａ－Ａ断面） 

図 2－4 取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の概略断面図（Ｂ－Ｂ断面） 
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図 2－5(1) 取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備 鳥瞰図 

(架構の構造表示，鋼板非表示) 

図 2－5(2) 取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備 鳥瞰図 

(鋼板表示) 
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2.3 評価方針 

取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の強度評価は，Ⅵ-3-別添 2-2-1「取水槽循

環水ポンプエリア防護対策設備の強度計算の方針」の「4. 荷重及び荷重の組合せ並

びに許容限界」にて設定している荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえ，取

水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の評価対象部位に作用する応力が，許容限界に

収まることを「3. 強度評価方法」に示す方法により，「4. 評価条件」に示す評価

条件を用いて計算し，「5. 強度評価結果」にて確認する。 

取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の強度評価フローを図 2－4 に示す。取水

槽循環水ポンプエリア防護対策設備の強度評価においては，その構造を踏まえ，降下

火砕物及び積雪の堆積による鉛直荷重及びこれに組み合わせる荷重（以下「設計荷重」

という。）の作用方向及び伝達過程を考慮し，評価対象部位を選定する。 

評価については，Ⅵ-3-別添 2-2-1「取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の強度

計算の方針」の「5. 強度評価条件及び強度評価方法」に示す評価式を用いる。 

取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の許容限界は，鋼板及び架構に対しては，

Ⅵ-3-別添 2-2-1「取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の強度計算の方針」の「4.2 

許容限界」に示す許容限界である，「鋼構造設計規準‐許容応力設計法‐(（社）日本

建築学会，2005 年改定)」に基づき算出した許容荷重とする。また，アンカーボルト

に対しては，「各種合成構造設計指針・同解説(日本建築学会，2010 年改訂)」に基づ

き算出した許容荷重とする。 
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図 2－6 強度評価フロー 

自然現象の荷重 

評価対象部位の選定 

荷重及び荷重の組合せの設定 

評価対象部位の発生応力の算定 

部材に作用する応力の評価 

許容限界の設定 

降下火砕物及び積雪の堆積荷重 

等による鉛直荷重の評価 

評価終了 
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2.4 適用規格・基準等 

 適用する規格，基準等を以下に示す。 

・建築基準法及び同施行令

・松江市建築基準法施行細則（平成 17 年 3 月 31 日松江市規則第 234 号）

・各種合成構造設計指針・同解説(（社）日本建築学会，2010 年改定)

・鋼構造設計規準‐許容応力設計法‐(（社）日本建築学会，2005 年改定)

・新版機械工学便覧（（社）日本機械学会，1987 年）
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3. 強度評価方法

3.1 記号の定義 

 強度評価に用いる記号を表 3－1 に示す。 

表 3－1 取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の強度評価に用いる記号(1/2) 

記号 単位 定義 

ａ mm 鋼板の短辺 

ａ2 mm 架構が荷重を分担する鋼板の短辺 

Ａ mm2 鋼板の断面積 

Ａz cm2 架構の強軸方向のせん断断面積 

ｂ mm 鋼板の長辺 

ｂ2 mm 架構の幅及び高さ 

Ｔa N アンカーボルトに生じる引張力

ｈ mm 鋼板の厚さ 

Ｌ mm アンカーボルト間の距離

Ｌ2 mm 架構の長さ 

Ｍ N・mm 鋼板に作用する弱軸まわりの曲げモーメント 

Ｍ2 N・mm 
架構に作用する強軸まわりの曲げモーメント(単純支持梁(ピン

結合)とした場合) 

Ｍ3 N・mm 
架構に作用する強軸まわりの曲げモーメント(単純固定梁とし

た場合) 

ｎa - 架構１箇所当たりのアンカーボルトの本数 

ｎ2 - 評価対象とする架構に対し直交する架構の本数 

ｐ N/mm 鋼板に作用する等分布荷重 

ｐ2 N/mm 架構に作用する等分布荷重 

ｐ3 N/mm 架構の単位長さあたりの自重 

ρ kN/m3 鋼板の密度 

ρ2 kN/m3 架構の密度 

Ｑ N 鋼板に作用する弱軸まわりのせん断力 

Ｑ2 N 架構に作用する強軸まわりのせん断力 

Ｚ mm3 鋼板の弱軸まわりの断面係数 

Ｚ2 mm3 架構の強軸まわりの断面係数 

σ MPa 鋼板に生じる曲げ応力 

σ2 MPa 架構に生じる曲げ応力 
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表 3－1 取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の強度評価に用いる記号(2/2) 

記号 単位 定義 

τ MPa 鋼板に生じるせん断応力 

τ2 MPa 架構に生じるせん断応力 

F N/mm2 鋼板及び架構の F 値 

ｆb N/mm2 鋼板及び架構の短期許容曲げ応力度 

ｆs N/mm2 鋼板及び架構の短期許容せん断応力度 

ν － 座屈安全率 

λb － 曲げ材の細長比 

pλb － 塑性限界細長比 

eλb － 弾性限界細長比 

ｐa1 N 
接着系アンカーボルトの降伏により決まる場合の接着系アンカー

ボルト１本当たりの許容引張力 

ｐa3 N 
接着系アンカーボルトの付着力により決まる場合の接着系アンカ

ーボルト１本当たりの許容引張力 

Φ1，Φ 3 － 低減係数 

sσpa N/mm2 接着系アンカーボルトの引張強度 

scａ mm2 接着系アンカーボルトの断面積 

τa N/mm2 
へりあき及びアンカーボルトのピッチを考慮した接着系アンカー

ボルトの引張力に対する付着強度 

π － 円周率 

da m 接着系アンカーボルトの径 

lce mm 接着系アンカーボルトの強度算定用埋込み深さ 
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3.2 評価対象部位 

取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の評価対象部位は，Ⅵ-3-別添 2-2-1「取水

槽循環水ポンプエリア防護対策設備の強度計算の方針」のうち「4.2 許容限界」にて

示している評価対象部位に従って，鋼板，架構及びアンカーボルトとする。 

3.3 荷重及び荷重の組合せ 

強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 2-2-1「取水槽循環水ポンプ

エリア防護対策設備の強度計算の方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」に示してい

る荷重及び荷重の組合せを用いる。 

3.3.1 荷重の設定 

(1) 鋼板及び架構

鋼板及び架構の鉛直荷重の一覧を表 3－2 に示す。鉛直荷重は，常時作用する

荷重（Ｆｄ），降下火砕物による荷重（Ｆａ）及び積雪荷重（Ｆｓ）を考慮する。

常時作用する荷重は，固定荷重（Ｇ）及び積載荷重（Ｐ）とする。降下火砕物

による荷重は，湿潤密度 1.5g/cm3 の降下火砕物が 56cm 堆積した場合の荷重と

して考慮する。積雪荷重は，発電所敷地に最も近い気象官署である松江地方気

象台で観測された観測史上１位の月最深積雪 100cm に平均的な積雪荷重を与え

るための係数 0.35 を考慮し 35.0cm とし，積雪量 lcm ごとに 20N/m2 の積雪荷重

が作用することを考慮し設定する。 

表 3－2 荷重一覧（鋼板及び架構） 

荷重 鋼板 架構 

常時作用する荷重（Ｆｄ） 
固定荷重（Ｇ） 1.54kN/m 2.19kN/m 

積載荷重（Ｐ）＊ 0.98kN/m 2.65kN/m 

降下火砕物による荷重（Ｆａ） 8.24kN/m 8.65kN/m 

積雪荷重（Ｆｓ） 0.69kN/m 0.72kN/m 

注記＊：積載荷重（Ｐ）は、除灰時の人員荷重 981N/m2 を含む。 

(2) アンカーボルト

アンカーボルトに考慮する荷重は，積載荷重による圧縮力及び架構端部で発

生した曲げモーメントによる引張力とする。 
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3.3.2 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 3－3 に示す。 

表 3－3 荷重の組合せ 

荷重＊ 1 

常時作用する 

荷重（Ｆｄ） 

主荷重 従荷重 

降下火砕物に

よる荷重 

（Ｆａ） 

積雪荷重 

（Ｆｓ） 

風荷重 

（Ｗ） 
固定 

荷重 

積載 

荷重＊ 2 

考慮する荷重の 

組合せ 
○ ○ ○ ○ － 

注記＊1：○は考慮する荷重を示す。なお，取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備は， 

近傍に２号タービン建物及び取水槽海水ポンプエリア防水壁が設置されてい 

ること，風荷重を受ける部材の受圧面積が小さいことから，風荷重の組合せ 

を考慮しない。 

＊2：積載荷重（Ｐ）は、除灰時の人員荷重 981N/m2 を含む。 
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3.4 許容限界 

取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の許容限界値は，Ⅵ-3-別添 2-2-1「取水槽

循環水ポンプエリア防護対策設備の強度計算の方針」の「4.2 許容限界」にて設定し

ている許容限界に従って，「3.2 評価対象部位」にて設定している評価対象部位ごと

に設定する。 

取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備を構成する鋼板及び架構の許容限界を，「鋼

構造設計規準‐許容応力設計法‐(（社）日本建築学会，2005 年改定)」に基づき，表

3－4 に示す。また，アンカーボルトの許容限界を，「各種合成構造設計指針・同解説

(日本建築学会，2010 年改定)」に基づき，表 3－4 に示す。 

鋼板及び架構の材料強度を表 3－5 に，コンクリートの短期許容応力度及びアンカ

ーボルトの短期許容荷重を表 3－6 及び表 3－7 に示す。 

表 3－4 取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の許容限界 

機能設計上

の性能目標 

評価対象 

部位 
応力等の状態 

機能維持のた

めの考え方 
許容限界 

構造強度を

有すること 

鋼板 曲げ，せん断 

部材に生じる

応力が構造強

度を確保する

ための許容限

界を超えない

ことを確認 

鋼構造設計規準

‐許容応力設計

法に準じた短期

許容応力度 架構 曲げ，せん断 

アンカー

ボルト
引張 

各種合成構造設

計指針・同解説に

準じた短期許容

荷重 

表 3－5 鋼板及び架構の材料強度 

（単位：N/mm2） 

材料 板厚 Ｆ値 

材料強度 

引張り 
圧縮 

曲げ 
せん断 

SS400 234 234 234＊ 135 

注記＊：上限値であり，座屈長さ等を勘案して設定する。 
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表 3－6 コンクリートの短期許容応力度 

（単位：N/mm2） 

設計基準強度 Fc 圧縮 せん断 

23.5 15.6 1.17 

表 3－7 アンカーボルトの短期許容荷重 

（単位：kN） 

呼び径 引張 

52.4 

3.5 評価方法 

  取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の応力評価は，Ⅵ-3-別添 2-2-1「取水槽

循環水ポンプエリア防護対策設備の強度計算の方針」の「5. 強度評価条件及び強度

評価方法」にて設定している評価式を用いる。 

3.5.1 鋼板の評価方法 

(1) 評価モデル

降下火砕物等の堆積による鉛直荷重によって一様な応力が発生する鋼板を，

単純支持梁（ピン結合）として，機械工学便覧の計算方法を用いて評価を行う。

評価対象部位及び応力評価モデル図を図 3－1 に示す。 

図 3－1 鋼板の評価対象部位及び応力評価モデル図 

：評価対象部位 

ａ 

ｂ ｐ 

ｈ 

：応力評価モデルに
おいて考慮しない
支持部材 
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(2) 応力評価

a. 曲げ応力

σ＝
Ｍ

Ｚ

 ここで， 

 Ｍ＝ １ ８⁄ ∙ｐ ∙ｂ
２
 

ｐ＝ (Ｆｖ’+P１) ∙ａ＋ρ∙ａ∙ｈ

 Ｚ＝ １ ６⁄ ∙ａ ∙ｈ
２

b. せん断応力

τ＝
Ｑ

Ａ

 ここで， 

 Ｑ＝ １ ２⁄ ∙ｐ ∙ｂ 

 Ａ＝ａ ∙ｈ 

(3) 断面評価

断面の評価は，「鋼構造設計規準‐許容応力設計法‐(（社）日本建築学会，

2005 年改定)」に基づき，「3.5.1 鋼板の評価方法」で計算した鋼板に生じる

各応力が，各許容限界を超えないことを確認する。 

a. 短期許容曲げ応力度

ｆ
b
=
Ｆ

ν
・１．５ （  λ

b
≦  pλb

）   

ｆ
b
= {１-０．４・

(λ
b
- pλb

)

( eλb
-pλb

)
}・

Ｆ

ν
・１．５ （  pλb

＜λ
b

≦  eλb
）

ｆ
b
=

１

λ
b

2 ・
Ｆ

２．１７
・１．５ （  eλb

 ＜ λ
b

）   

b. 短期許容せん断応力度

ｆ
s
=

Ｆ

１．５√３

・１．５
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3.5.2 架構の評価方法 

(1) 評価モデル

降下火砕物等の堆積による鉛直荷重によって一様な応力が発生する架構を，

単純支持梁（ピン結合）として，機械工学便覧の計算方法を用いて評価を行う。

評価対象部位及び応力評価モデル図を図 3－2 に示す。 

図 3－2 架構の評価対象部位及び応力評価モデル図 

(2) 応力評価

a. 曲げ応力

σ
２
＝

Ｍ
２

Ｚ
２

 ここで， 

Ｍ
２
＝１ ８⁄ ∙ｐ

２
∙Ｌ

２

２

ｐ
２
＝ (Ｆｖ’+P１) ∙ａ

２
＋ρ ∙ａ

２
∙ｈ＋ｐ

３
＋

ｎ
２

∙(ａ
２

-ｂ
２

)∙ｐ
３

Ｌ
２

：評価対象部位 

：自重を考慮する架構 

：降下火砕物等の堆積を 

考慮する範囲 

Ｌ２ｎ2

ｂ２

ａ２

A
 

B
 

A
 

B
 

A-A 断面 B-B 断面

ｂ２
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b. せん断応力

τ
２
＝

Ｑ
２

Ａ
Ｚ

 ここで， 

Ｑ
２
＝１ ２⁄ ∙ｐ

２
∙Ｌ

２

(3) 断面評価

断面の評価は，「鋼構造設計規準‐許容応力設計法‐(（社）日本建築学会，

2005 年改定)」に基づき，「3.5.2 架構の評価方法」で計算した架構に生じる

各応力が，各許容限界を超えないことを確認する。 

a. 短期許容曲げ応力度

ｆ
b
=
Ｆ

ν
・１．５ （  λ

b
≦  pλb

）   

ｆ
b
= {１-０．４・

(λ
b
- pλb

)

( eλb
-pλb

)
}・

Ｆ

ν
・１．５ （  pλb

＜λ
b

≦  eλb
）

ｆ
b
=

１

λ
b

2 ・
Ｆ

２．１７
・１．５ （  eλb

 ＜ λ
b

）   

b. 短期許容せん断応力度

ｆ
s
=

Ｆ

１．５√３

・１．５



16 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
2-
11
 R
0 

3.5.3 アンカーボルトの評価方法 

(1) 評価モデル

アンカーボルトに考慮する荷重は，積載荷重による圧縮力及び架構端部で発

生した曲げモーメントによる引張力とする。 

アンカーボルトに作用する曲げモーメントによる引張力の算定のため，降下

火砕物等の堆積による鉛直荷重によって一様な応力が発生する架構を単純固定

梁として，機械工学便覧の計算方法を用いることとする。積載荷重による圧縮

力及び端部で発生した曲げモーメントによる引張力を考慮する架構とその荷重

を負担するアンカーボルトの概念図を図 3－3 に示す。 

図 3－3 荷重を負担するアンカーボルトの概念図 

したがって、１本の架構の荷重を負担するアンカーボルトの本数ｎa は、以下

のとおりとなる。 

ｎａ＝9（本（アンカーボルト））／3（本（架構））＝3 

：アンカーボルトの評価上荷重を考慮する架構（3 本） 

\\

\\

\\

：荷重を負担するアンカーボルト（9 本） 

Ｌ 

ｐ２ Ｌ２ 
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(2) 応力評価

a. 引張力

Ｔ
ａ
＝

ｐ
２

∙Ｌ
２

ｎ
ａ

−
Ｍ

３

Ｌ ∙ｎ
ａ

  ここで， 

Ｍ
３
＝ １ １２⁄ ∙ｐ

２
∙Ｌ

２

２
 

(3) 断面評価

断面の評価は，「各種合成構造設計指針・同解説(日本建築学会，2010 年改定)」

に基づき，「3.5.3 アンカーボルトの評価方法」で計算したアンカーボルトに

生じる引張力が，許容限界を超えないことを確認する。 

a. 短期許容引張力

pa1   = Φ1・sσ pa・sca 

 pa3   = Φ3・τ a・π・da・lce 
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4. 評価条件

「3. 強度評価方法(2)応力評価」に用いる評価条件を表 4－1～表 4－3 に、「3. 強

度評価方法(3)断面評価」に用いる評価条件を表 4－4 及び表 4－5 に示す。 

表 4－1 応力評価条件（鋼板） 

ａ 

(mm) 

ａ2

(mm) 

Ａ 

(mm2) 

ｂ 

(mm) 

ｈ 

(mm) 

ρ 

(kN/m3) 

1000 1050 1420 77 

表 4－2 応力評価条件（架構） 

ｎ2

(-) 

ＡZ 

(cm2) 

ｂ2 

(mm) 

Ｌ2 

(mm) 

ｐ3 

(N/mm) 

3 3200 1.324 

表 4－3 応力評価条件（アンカーボルト） 

ｎa

(-) 

Ｌ 

(mm) 

3 400 

表 4－4 断面評価条件（鋼板及び架構） 

Ｆ 

(N/mm2) 

ν 

(-) 

λ
b

(-) 

pλb

(-) 

eλb

(-) 

235 1.501 0.049 0.3 1.291 

表 4－5 断面評価条件（アンカーボルト） 

Φ1

(-) 

sσpa 

(N/mm2) 

sca 

(mm2) 

Φ3 

(-) 

τa 

(N/mm2) 

da

(mm) 

lce

(mm) 

1 295 2/3 8.45 133.4 
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5. 強度評価結果 

降下火砕物等の堆積時における強度評価結果を表 5－1 に示す。 

  鋼板，架構及びアンカーボルトに発生する応力は許容応力以下である。 

 

表 5－1 取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の評価結果 

施設名称 

(系統名) 
評価部位 材料 応力 

発生応力度 

(N/mm2) 

許容応力度 

(N/mm2) 

取水槽循環

水ポンプエ

リア防護対

策設備 

鋼板 SS400 
曲げ 

せん断 

架構 SS400 
曲げ 

せん断 

アンカー 

ボルト 
SS400 引張＊ 

 注記＊：単位は kN とする。 




